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第２期岩手県国民健康保険運営方針の骨子（案）補足資料 

 

補足① 各種統計データ                                

 

１ 保険者及び被保険者の状況 

本県の被保険者数は人口と伴に減少し保険者の小規模化が進んでおり、令和元年度末時点にお

いて５千人未満の保険者が半数を超え、３千人未満の小規模保険者も増加。 

【被保険者数別保険者（令和元年度末）】 

被保険者数 保険者数 保険者名 

３千人未満 12 
葛巻町、西和賀町、金ケ崎町、平泉町、住田町、大槌町、 
岩泉町、田野畑村、普代村、軽米町、野田村、九戸村 

３千人以上 
５千人未満 

７ 
陸前高田市、雫石町、岩手町、矢巾町、山田町、洋野町、 
一戸町 

５千人以上 
１万人未満 

７ 
大船渡市、久慈市、遠野市、釜石市、二戸市、八幡平市、 
紫波町 

１万人以上 
２万人未満 

４ 宮古市、花巻市、北上市、滝沢市 

２万人以上 ３ 盛岡市、奥州市、一関市 

 ※ 被保険者数の規模は国民健康保険事業月報による。 

 

２ １人当たり医療費の状況 

１人当たり医療費は、全国では中位だが、全国平均よりは高い。 

平成 30 年度の１人当たり医療費が一番高いのは釜石市の 460,527 円となっており、一番医療

費が低い九戸村の 298,710 円と比較して、約 1.54 倍（平成 27 年度は 1.55 倍）の差異が生じて

いる。 

【都道府県別１人当たり医療費（平成 29年度）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※平成 30 年度分は国が調整中資料            ：厚生労働省「国民健康保険事業年報」 

 

 

 

 

資料５ 
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【市町村別 1人当たり医療費】 

 

資料：岩手県「国民健康保険事業状況」、岩手県「国民健康保険事業年報」 

 

３ 国保税の賦課方式1の状況 

近年、３方式へ移行する市町村が多くなっている。 

【賦課方式等の状況】 

※被保険者数は年度平均  資料：岩手県「国民健康保険事業状況」、岩手県「国民健康保険事業年報」 

 

４ 収納率の状況 

本県の収納率（現年度分）は年々上昇しており、平成 30 年度は 94.67％となっており、平成 29 年

度は 94.22％と、全国平均の収納率 92.45％と比較しても高くなっている（平成 30 年度の全国平均

は国が調整中）。 

【被保険者数規模別収納率（現年度分）の状況（平成 30 年度）】 

 

                                                
1 賦課方式：保険税を賦課する方法で、２方式（所得割、均等割）、３方式、４方式があります。所得割：世帯に属する被保険者の前年

度の総所得金額等に応じて算定。資産割：世帯における固定資産税等に応じて算定。均等割：世帯に属する被保険者数に応じて算定。

平等割：世帯単位で算定。 
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賦課方式 
市町村数 被保険者数 

H27 H30 H27 H30 

３方式（所得割、均等割、平等割） ６市町 12市町村 160,319人 179,175人 

４方式（所得割、資産割、均等割、平等割） 27市町村 21市町村 157,091人 96,431人 

資料：厚生労働省「国民健康保険事業実施状況報告」 
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５ 国民健康保険税調定額の状況 

１世帯当たり調定額が最も高いのは普代村の 172,964 円、最も低い釜石市では 99,492 円で、

差異は 1.74 倍となっており、１人当たり調定額が最も高い岩手町では 98,296 円、最も低い釜石

市では 68,029 円で、差異は 1.44 倍となっている。 

【１世帯当たり調定額（平成 30 年度）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：岩手県「国民健康保険事業年報」 

【被保険者 1人当たり調定額（平成 30 年度）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：岩手県「国民健康保険事業年報」 

 

６ 特定健康診査及び特定保健指導の実施状況 

・ 本県の特定健康診査実施率は、全国平均よりも高く、年々向上している。 

 ・ 本県の特定保健指導の実施率も年々向上しているものの、全国平均よりは低い。 

【特定健康診査及び特定保健指導の実施状況】 

 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 目標値 

特 定 健 診 
43.5％ 43.2％ 44.4％ 45.4％ 

60％ 
（36.3％） （36.6％） （37.2％） （国が調整中） 

特定保健指導 
17.3％ 19.1％ 20.9％ 22.2％ 

60％ 
（23.6％） （24.7％） （25.6％） （国が調整中） 

※括弧内の数値は全国実施率 
※目標値は第３期特定健診等実施計画期間（平成 30 年度～35 年度）における目標 

資料：厚生労働省「特定健康診査・特定保健指導等の実施状況」 
国保連合会「特定健診・特定保健指導実施結果集計表」 
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７ 後発医薬品使用状況 

本県では後発医薬品の差額通知を全市町村で実施しており、後発医薬品の使用割合は、全国平

均よりも高い。 

【後発医薬品使用割合の推移（数量ベース）】 

 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

岩 手 県 全 体 75.1％ 79.0％ 83.5％ 

市 町 村 国 保 76.7％ 80.2％ 84.4％ 

全    国 

（市町村国保） 

68.6％ 

（69.4％） 

73.0％ 

（73.7％） 

77.7％ 

（77.8％） 

資料：厚生労働省「調剤医療費（電算処理分）の動向」 

【後発医薬品差額通知の実施状況】 

 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

市 町 村 数 32 市町村 33 市町村 33 市町村 

総 実 施 件 数 48,877 件 55,527 件 42,887 件 

平 均 実 施 回 数 2.8 回 2.8 回 2.8 回 

資料：厚生労働省「国民健康保険事業実施状況報告」 
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補足② 「都道府県国民健康保険運営方針策定要領」（令和２年５月改定版）（抜粋）                                

 

１．策定のねらい  

（３）都道府県国民健康保険運営方針の必要性 

○ 平成 30 年度以降の新制度においては、都道府県が財政運営の責任主体として中心的な役割を

担うこととされている一方、市町村においても、地域住民と身近な関係の中、資格管理、保険給

付、保険料率の決定、賦課・徴収、保健事業等の地域におけるきめ細かい事業を引き続き担うこ

ととされている。 

 

○ そこで、新制度においては、都道府県とその県内の各市町村が一体となって、財政運営、資格

管理、保険給付、保険料率の決定、保険料の賦課・徴収、保健事業その他の保険者の事務を共通

認識の下で実施するとともに、各市町村が事業の広域化や効率化を推進できるよう、都道府県が

県内の統一的な国民健康保険の運営方針を定める必要がある。 

 

２．策定の手順 等  
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３．主な記載事項  

○ 国保運営方針には、次に掲げる事項を定めるものとする。 

（法第 82条の２第２項関係） 

① 国民健康保険の医療に要する費用及び財政の見通し 

② 市町村における保険料の標準的な算定方法に関する事項 

③ 市町村における保険料の徴収の適正な実施に関する事項 

④ 市町村における保険給付の適正な実施に関する事項 

 

○ また、国保運営方針には、上記の事項のほか、おおむね次に掲げる事項を定めるものとする。 

（法第 82条の２第３項関係） 

⑤ 医療に要する費用の適正化の取組に関する事項 

⑥ 市町村が担う国民健康保険事業の広域的及び効率的な運営の推進に関する事項 

⑦ 保健医療サービス及び福祉サービスに関する施策その他の関係施策との連携に関する事項 

⑧ ②～⑦に掲げる事項の実施のために必要な関係市町村相互間の連絡調整その他都道府県が必

要と認める事項 

 

○ なお、上記の項目の記載の前提として、下記のような当該都道府県における国保運営方針の基

本的な事項を定めることが望ましい。 

・ 策定の目的 

・ 策定の根拠規定 

・ 策定年月日 

・ 見直し時期の目安 

 


